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はじめに
｢国策会社｣ とか ｢ナショナル・フラッグ・キャリア｣ と呼ばれた日本航空が,     年２月  日, 東京証券取引所から上場廃止になった｡ 政府出資の設立からおよそ  年後, 民営化から  年後に, これまでのような営業をつづけることができなくなった｡ 日本の航空業は, 主に,
日本航空 (以下, 日航と略す) と全日本空輸 (以下, 全日空と略す) によって担われてきた｡    年３月期の連結売上高をみると, 日航は１兆    億円, 全日空が１兆    億円, また従
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１) 熊谷重勝 ｢日本航空の経営破綻と清算貸借対照表｣ 『立教経済学研究』 (第  巻第２号)     年,   
ページ｡







































合 計           
出所：大鹿靖明 『堕ちた翼 ドキュメント   倒産』 朝日新聞出版,     年,    ページ｡
むしろ破綻直後は, 二次破綻さえも懸念されていた２)｡
日航の経営は, 破綻直前に急激に悪化したわけではなく,     年度から    年度までをみる
と, 実にこの７期中４期が連結最終利益 (当期純利益) で赤字を計上している｡ 長きにわたり
経営を立て直すことができなかった日航を, なぜこのような短期間で再生することができたの










％) に過ぎない｡ 破綻した企業にとって再上場はこれほど ｢狭き門｣ なのである｡ しかも, 日
航はこの狭き門からの再上場の最短記録を塗り替えた｡ 上場廃止から再上場に要した日数はわ
ずか２年７カ月, それまでの最短記録 (６年  カ月) を大幅に短縮するものになった４)｡ この
短期間での再建は, ある種の奇跡である｡ 当初, その実現性すら危ぶまれていた更生計画を,
たとえ   ％達成したとしても, 日航の再生はできなかったであろう５)｡




経営破綻にいたるまでの原因がなんであったのか？ まず日航自身の ｢言い訳｣ から聞いて
みよう｡
経営破綻にいたる数年間, 日航の連結決算ボトムラインは隔年で利益になったり損失になっ
たり, 非常に不安定な状態を露呈している｡ かかる原因はなんなのか？ この点を日航の有価
セール＆リースバック会計と粉飾決算   
２) 引頭麻実編著 『   再生』 日本経済新聞出版社,     年, ３ページ｡
３) 同上書, ５ページ｡
４) 町田徹 『   再建の真実』 講談社現代新書,     年, ５‒６ページ｡
５) 引頭麻実編著, 前掲書, ５ページ｡
証券報告書の ｢業績等の概要｣ の要約から探ってみる｡
１. 2003年３月期有価証券報告書の ｢業績等の概要｣ の要約
他社優先路線への増便や路線の棲み分け, ダイヤの改善など経営資源の効率化に努めた結果,
営業利益は   億円, 当期純損益は   億円 となった｡
２. 2004年３月期有価証券報告書の ｢業績等の概要｣ の要約
イラク戦争やテロ事件,     (重症急性呼吸器症候群) や鳥インフルエンザの影響で, 当
期連結決算は, 営業損益△   億円, 経常損益△   億円となり, 当期純損益は△   億円 を計
上した｡
３. 2005年３月期有価証券報告書の ｢業績等の概要｣ の要約
燃油価格の高騰が続くなど日航を取り巻く環境は厳しい状況が続いたが, 収支改善策を実施
した結果, 当期連結決算は, 営業利益   億円, 経常利益   億円, 当期純損益は   億円 とな
った｡
４. 2006年３月期有価証券報告書の ｢業績等の概要｣ の要約
燃油価格の高騰が続き日航を取り巻く経営環境は厳しい状況が続いた｡ この結果, グループ
を挙げて収入拡大と費用削減に努めたが, 当期連結決算は, 営業損益△   億円, 経常損益△   億円, 当期純損益は△   億円 となった｡
５. 2007年３月期有価証券報告書の ｢業績等の概要｣ の要約
｢中期経営計画｣ に基づき, 経済性の高い航空機を購入するため, ７月に公募増資を行い    
億円の資金を調達した｡ 当期連結決算では, 厚生年金基金の代行返上などの費用削減努力によ
り, 営業利益   億円, 経常利益   億円となった｡ 一方, 繰延税金資産の代行返上による  億
円に加え   億円を取り崩したほか,     年度第１四半期に実施した特別早期退職に係る特別
退職金  億円を計上したことから, 当期純損益は△   億円 となった｡
６. 2008年３月期有価証券報告書の ｢業績等の概要｣ の要約
サブプライム問題を背景とする経済の先行きの不透明感や減速感があるものの, アジアや欧
州を中心に世界の景気はおおむね順調に推移した｡     年２月に策定した ｢    －    年度   グループ再生中期プラン｣ に沿って, コストの削減と, 収益性向上に取り組み, 成果は
着実に現れた｡ 燃油価格がバレルあたり   ドルを突破するなど高水準で推移したが, 路線の
リストラや燃費効率の良い中小型機への更新を促進するなど, ｢再生中期プラン｣ に沿った施
策を着実に実施した｡ 人件費についても, 基本賃金の  ％継続削減に加え, 臨時手当の大幅な
抑制, 地上管理職や客室乗務員に対する特別早期退職措置の実施, 退職給付関連制度の改定な
どにより削減に努めた｡ さらに, 第三者割当による優先株式を発行し    億円の資本増強を
おこなった｡ 当期連結決算は, 営業利益   億円, 経常利益   億円となった｡ また, 特別損失
として, 特別早期退職措置に係る特別退職金, 減損損失等を計上した結果, 当期純損益は   
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億円 となった｡
７. 2009年３月期有価証券報告書の ｢業績等の概要｣ の要約
燃油価格は, ７月にはバレルあたり   ドル突破など, 燃油費用を大幅に増加させた｡ 景気
の急速な悪化による企業の出張自粛等から航空需要が大幅に減少するなど, 一年を通じて極め
て厳しい状況が続いた｡ こうしたなか, 日航では,     年２月に策定した ｢    －    年度   グループ再生中期プラン｣ に沿って, コストの削減, 競争力の強化, 収益性の改善に取
り組んだ｡ しかし, 当期連結決算は, 世界的な景気悪化を背景とした航空需要の減少の結果,
営業損益△   億円, 経常損益△   億円となった｡ また, 株式会社ジャルカードの株式の一部
売却等により特別利益を計上したことから, 当期純損益は△   億円 となった｡
以上のごとく, 経営破綻にいたる数年間, 日航の連結決算ボトムラインが隔年で利益と損失
を行ったり来たりする不安定な状態になる原因を, 日航自身は, ｢イラク戦争｣ ｢テロ事件｣
｢    (重症急性呼吸器症候群)｣ ｢鳥インフルエンザ｣ ｢燃油価格の高騰｣ ｢サブプライム問
題｣ ｢世界経済の先行きの不透明感や減速感｣ ｢バレルあたり   ドル突破｣ ｢世界的な景気悪化｣
という外的要因に求めている｡ しかし, これらはなにも日航に限ったことではない｡ 当然, 全
日空にも当てはまることであり, 世界中のすべての航空会社に言えることである｡
このように, 日航は, 経営悪化をいつも外的要因に求めるという ｢言い訳｣ 体質を持ってい
る｡ この ｢言い訳｣ 体質をもってすれば, 破綻直前の最後の報告書にあたる    年度第３四半
期報告書に,     年秋のリーマンショックとそれ以降の世界同時不況が経営破綻の最大の原因















有価証券報告書によれば,     年３月期   億円,     年３月期△   億円,     年３月期   
億円,     年３月期△   億円,     年３月期△   億円,     年３月期   億円,     年３月
期△   億円であった｡    年３月期から    年３月期までの通算では△    億円の損失になる｡     年度の第３
四半期連結累計６) の当期純損失△    億円を加えると, 損失額は△    億円に膨れ上がった｡
このように, 日航は, 経営破綻直前に急速に損失が膨らむが, 破綻前の数年間も恒常的に業績
が悪化していた｡
２. 日航の債務超過
つぎに, 債務超過についてみてみる｡ 債務超過とは, 負債総額が資産総額を超える状態を指
し, 資産をすべて売却しても負債を返済しきれないことを意味する｡
コンプライアンス調査委員会から    年８月に提出された日航, 日航インターナショナル,
ジャルキャピタル宛の 『調査報告書 (要旨)』 (以下, コンプライアンス調査委員会報告と略す)
は, ｢    年６月末に制度会計上の連結簿価純資産が    億円であるにもかかわらず, 財務調
査報告書上では    億円の実質債務超過となる７)｣ と報告した｡
また,     年秋, 鳩山連立政権によって編成された国土交通大臣直轄の顧問団 ｢   再生
タスクフォース｣ (以下, タスクフォースと略す) は, 日航グループについて, ４週間にわた
るデューデリジェンス (資産担保評価) をおこなった｡ この結果, タスクフォースは, 売却予
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６) 日航の上場廃止は    年２月  日である｡ したがって,     年度第３四半期報告書 (    年  月１
日～    年  月  日) が最後の報告書となった｡ また,     年度の第３四半期連結累計とは,     年
４月１日～    年  月  日の累計である｡
７) コンプライアンス調査委員会 『調査報告書 (要旨)』     年８月  日, ５ページ｡
図表２ 日航と全日空の賃金比較 (2008年度)
従業員数 (人) 平均年齢 (歳) 平均年間給与 (万円)
日 航 全日空 日 航 全日空 日 航 全日空
地上職                          
パイロット                            
スチュワーデス                          
合計または平均                            
注１：日航は日本航空インターナショナルの人員等で算出｡
注２：日航が国交省の設けた有識者会議に提出した資料による｡







最後に, ガバナンス不全についてみてみよう｡ コンプライアンス調査委員会報告は, 日航の
組織体質上の問題点を, ( ) 沿革に起因する官僚依存の体質, ( ) 事業特性に起因する採算性
軽視の体質, ( ) 組織の一体性欠如に起因する閉塞的体質, ( ) 重要課題先送りに起因する無
責任体質の４つの点から指摘している｡
( ) ｢沿革に起因する官僚依存の体質｣ として, 日航は, ｢    年８月施行の日本航空株式会
社法に基づき, 資本金  億円の半額を国が出資する特殊法人となり,     年に完全民営化が実
施されるまでの間, 監督官庁である運輸省 (当時) の指導監督下に置かれた, いわゆる半官半
民の国策会社として存続してきた｡ ……  年以上にわたって培われた官僚依存体質は, その後
も容易に改善されず, 政官民もたれあいの構造は継承された  )｣ と指摘されている｡




( ) ｢組織の一体性欠如に起因する閉塞的体質｣ について, 日航は, ｢本社と現場が遊離して
相互の交流が少なく, 本社と現場がいわゆるキャリアとノンキャリア類似の関係となっており,





( ) ｢重要課題先送りに起因する無責任体質｣ に対しては, 日航は, ｢種々の計画が毎期策定
セール＆リースバック会計と粉飾決算   
８) 『週刊ダイアモンド』     年  月  日｡










にいたると, この鋭さも厳しさもなくなり及び腰になってしまう｡ たとえば, 前々から問題が
あると指摘されてきたクレジット・メモに関して, ｢国内の同業者である   においても同












と  ％にもなるのである｡ かかる ｢機材関連報奨額のリベート率  ％は異常であり, 規則性整
合性はない｡ リベート率が許容されるのは通常  ％までである  )｣ というのが, 一般の市民感
覚ではないであろうか｡
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  ) 同上｡  ) 同上報告, ９ページ｡  ) 同上報告,   ページ｡  ) 細野祐二 『法廷会計学  粉飾決算』 日経ＰＢ社,     年,    ページ｡  ) 新日本監査法人への損害賠償訴訟 (訴状) 事件番号：平成  年 (ワ)      , ５ページ｡
そもそも航空機には定価がない｡ 航空機一機ごとに受注生産され, 価格交渉もそれぞれ個別
におこなわれる｡ 航空機の取得原価は, 言うまでもなく支払った代金 (付随費用は加算される)
である｡ この金額の中には航空機製造会社の利益が含まれている｡ 航空会社は, この取得原価
に航空会社自身の希望する購入価格 (機材関連報奨額) を上乗せした金額で, 航空機を購入し
たことにするのである｡ そして, この機材関連報奨額というリベートを上乗せした金額を, 航
空会社では航空機の ｢定価｣ と称している｡ これがリベート率  ％になるカラクリである｡
つまり, 取得原価   億円のジャンボ機を   億円の ｢定価｣ で購入したことにして,   億円
のキックバック相当額を収益に計上していた｡ もっと言えば, 価格交渉の際に, 定価を   億
円に引き上げてもらえば,   億円の収益計上が可能になる｡ ｢定価｣ は売買契約書に記載され
るだけの話であり, 実際に現金の払い戻しがあるわけではない｡ つまり, 航空会社は, 航空機






って,     年３月期から    年の経営破綻にいたるまで (  年間) の当期純利益の累積赤字額
は△    億円であったのに対して, 当期純利益から機材関連報奨額を控除した実質利益の累
積赤字額は△    億円に拡大する｡ そして, この  年間に当期純利益がマイナスになったの




額は, 累積赤字の拡大をカバーしていたのである  )｡ したがって, 機材関連報奨額がなければ,    年３月期時点で, 資本金    億円は完全に消失しており, 純資産額    億円も大きく毀
損していたはずである｡ 言い換えれば, 機材関連報奨額の計上がなければ日航はもっと早く経
セール＆リースバック会計と粉飾決算   
  ) 細野祐二, 前掲書,    ‒   ページ｡  ) 日航は, さらに古く    年３月期・    年３月期決算でそれぞれ  億円・  億円の機材関連報奨額
を計上していた｡ 数年の空白期間をおいた後, ふたたび機材関連報奨額が毎年のように計上されるよ
うになったのは    年３月期決算 (   億円) からであった｡  ) ｢既に今まで延々と計上され続けてきた機材関連報奨額の架空利益はたまりにたまっているのであ
り, その……残存額は, 日本航空の利益剰余金に残ったままなのである｡ そしてこの過年度計上過大











あった｡ 図表３にみるように,     年度から    年度の航空機材処分損の合計額は, 機材関連





立教経済学研究 第  巻 第３号     年  
図表３ 機材関連報奨額, 航空機材売却益, 航空機材処分損の推移
(単位：億円)
年 度                                             
機材関連報奨額 ( )                        
航空機材売却益                           
航空機材処分損   
当期純利益 ( ) ‒    ‒    ‒     ‒   ‒               
実質利益 ( )－( ) ‒    ‒    ‒      ‒    ‒               
年 度                                         合 計
機材関連報奨額 ( )                 
航空機材売却益    
航空機材処分損                                   
当期純利益 ( ) ‒        ‒        ‒    ‒        ‒    ‒    
実質利益 ( )－( ) ‒    ‒    ‒     ‒    ‒    ‒        ‒    ‒    
出所：日航 『有価証券報告書』 各年３月期より作成｡
有価証券報告書 (設備の状況) をみると,     年度中にボーイング     型とボーイング    型の２機を, 日航の関連会社に売却してリースで借りるというセール＆リースバック取引を
おこなった｡ 当時の日航が保有していたボーイング     型は  機で約   億円 (１機当たり
約   億円), ボーイング    型は７機で約   億円 (１機あたり約  億円) であった｡ した
がって,   億円前後の中古機を売却したに過ぎないが, 損益計算書の注記には ｢固定資産売却
益は, 航空機の売却益     百万円ほかである｡ また, 同航空機の売却益は全て関連会社との




引に係る会計基準に関する意見書｣ (    年) と日本公認会計士協会の ｢リース取引の会計処






することができない (ノンキャンセラブル) リース取引又はこれに準ずるリース取引  )｣ であ
り, かつ ｢借手が, 当該契約に基づき使用する物件 (以下 ｢リース物件｣ という｡) からもた
らされる経済的利益を実質的に享受することができ, かつ, 当該リース物件の使用に伴って生
じるコストを実質的に負担すること (フルペイアウト) となるリース取引  )｣ である｡ ノンキ
ャンセラブルとは ｢法的形式上は解約可能であるとしても, 解約に際し, 相当の違約金を支払




ファイナンス・リース取引の具体的な判定基準には, ( ) 現在価値基準 ｢解約不能のリース
セール＆リースバック会計と粉飾決算   
  ) 日航 ｢有価証券報告書｣     年３月期, 損益計算書関係注記１｡  ) 企業会計基準委員会 ｢リース取引に関する会計基準｣     年３月  日改正, 第５項, 括弧は筆者挿
入｡  ) 同上, 括弧は筆者挿入｡  ) 企業会計基準委員会 ｢リース取引に関する会計基準の適用指針｣     年３月  日改正, 第６項｡  ) 前掲基準, 第６項｡
期間中のリース料総額の現在価値が, 当該リース物件を借手が現金で購入するものと仮定した
場合の合理的見積金額の概ね  パーセント以上であること  )｣, ( ) 経済的耐用年数基準 ｢解約
不能のリース期間が, 当該リース物件の経済的耐用年数の概ね  パーセント以上であること  )｣
の二つがあり, この二つの基準のうちいずれかを満たすものをファイナンス・リース取引に分




権が借手に移転すると認められるものを ｢所有権移転ファイナンス・リース取引｣ に, 所有権
が移転しないと認められるものを ｢所有権移転外ファイナンス・リース取引｣ に細分化される｡
所有権移転ファイナンス・リース取引は, 次の三つのいずれかに該当する場合である｡ ①所有
権移転基準 ｢リース契約上, リース期間終了後又はリース期間の中途で, リース物件の所有権
が借手に移転することとされているリース取引  )｣｡ ②割安購入選択権行使基準 ｢リース契約
上, 借手に対して, リース期間終了後又はリース期間の中途で, 名目的価額又はその行使時点
のリース物件の価値に比して著しく有利な価額で買い取る権利が与えられており, その行使が






したがって, わが国では, 次のように, リース取引をまずオペレーティング・リース取引と
ファイナンス・リース取引に２分類し, さらにファイナンス・リース取引を所有権移転外ファ
イナンス・リース取引と所有権移転ファイナンス・リース取引とに細分化する｡
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資産の減価償却費は, 原則として, リース期間を耐用年数とし, 残存価額をゼロとして算定す











に係る方法に準じた会計処理 (以下 ｢例外処理｣ という｡) を採用することを認めてきた｡ 現
状 (リース会計基準改正前) では大半の企業において, この例外処理が採用されて  )｣ いた｡
したがって, 所有権移転外ファイナンス・リース取引は, ファイナンス・リース取引という名







  ) 前掲基準, 第  項｡  ) 同上｡  ) 同上基準, 第  項｡  ) 同上基準, 第  項｡ 所有権移転外ファイナンス・リース取引のオンバランス処理となる新リース会
計基準の本格的な適用時期は,     年３月期からであった｡  ) 同上基準, 第  項, 括弧は筆者挿入｡








ー) になり売主が借手 (レッシー) になる｡
わが国においては, リース会計基準改正前の    年３月期までは, セール＆リースバック取
引は ｢セール取引＋所有権移転外ファイナンス・リース取引｣ もしくは ｢セール取引＋オペレ
ーティング・リース取引｣ の組み合わせであった｡ つまり, セール取引に, オフバランスにな
るリース取引を組み合わせるというものであった｡
セール＆リースバック取引には二つの会計問題がある｡ 一つは ｢益出し｣ の会計処理で本当
に良いのであろうか？ もう一つはファイナンス・リース取引 (所有権移転ファイナンス・リ
ース取引もしくは所有権移転外ファイナンス・リース取引) とはそもそも如何なる取引である




ところに, 言い換えれば両者の要素を合わせ持ち, 融合するところに, ファイナンス・リース
取引の特徴がある  )｣ といえる｡ したがって, ファイナンス・リース取引とは, 資金融通のた
めの金融取引をともなった割賦購入である｡ そうであれば, セール＆リースバック取引は,




で, 利益操作に利用される場合もないではない｡ 例えば, 関係会社に土地・設備等を譲渡して
利益を捻出した後, 当該資産を正当な理由なく買戻したような場合は, 形式上売買契約など法
律上の要件が満たされた取引であっても, 会計的には, 固定資産について評価益の計上が行わ
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  ) 吉田勝弘 『リース会計の理論と制度』 同文館出版,     年,   ページ｡ ファイナンス・リース取引
に関する割賦購入説と金融取引説については, 同書第３章 ｢経済的実質優先思考とファイナンス・リ
ース取引 所有権と会計的所有をめぐって ｣ を参照のこと｡
れたと同一の結果を招くことになり, 妥当な処理とは認めがたい｣ としたうえで, ｢監査対象
事業年度に売却された土地・設備等が, 当該事業年度中または当該事業年度に係る監査報告書
作成日までに買戻されている場合は, 売買取引がなかったものとして取扱う｡ したがって, 売




がなかったもの｣ とし, ｢売却益は除外項目とする｣ というものである｡ この監査委員会報告
第  号をセール＆リースバック会計にも類推適用させることが可能である  )｡
セール＆リースバック取引がクロス取引に該当するのであれば, ｢売買がなかったもの｣ と






る｡ だからこそ, 売主 (借手) がリース物件に対する便益とリスクを継続的に関与する場合は
｢預り金｣ か ｢借入金｣ として処理するというアメリカ基準のように  ), わが国でも, セール
＆リースバック取引を時価相当額の借入金として処理することが必要ではないであろうか｡
しかし, わが国の現行のセール＆リースバック会計は, 次のように, 依然として, 含み益を
売却益として実現したうえで借戻すという次の会計処理がおこなわれている  )｡
【セール＆リースバック会計の前提条件】






  ) 同上書,   ‒  ページ｡  ) 同上書,   ‒  ページ｡  ) ｢預り金｣ 処理もしくは ｢借入金｣ 処理をするアメリカ基準のリース物件には, 不動産が含まれて
いることが条件付きである｡ 詳細については, 同上書  ページを, また, あらた監査法人編著 『アメ


















したがって, ①もしくは②により, このリース取引は, ファイナンス・リース取引に該
当する｡
( ) ①所有権移転条項なし, ②割安購入選択権なし, ③特別仕様でもないので, このファイ
ナンス・リース取引は, 所有権移転外ファイナンス・リース取引に該当する｡
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リース料返済のスケジュール (単位：億円)
回数 返済日 支払前の元本 返済額合計 元本分 利息分 支払後の元本  X 年４月１日                            X 年４月１日                                  X 年４月１日                                 X 年４月１日                               X 年４月１日                       




る｡ ②は, リース料総額の割引現在価値   億円で, リース資産とリース債務を計上する (売
買処理＝オンバランス処理)｡ ③は, 第１回目のリース料  億    万円を現金で支払う (支払
リース料をリース債務の減少として認識する)｡
④は, セール＆リースバック取引開始後１年が経過した決算日において, この間の支払リー
ス料 (  億    万円) に発生した支払利息相当額  億    万円を計上する｡ また④’のように,
翌期首には再振替仕訳をおこなう｡
⑤の減価償却費は, リース資産取得価額 (実際売却価額)    億円とリースバック時以後の




して損益に計上する  )｣｡ したがって, 長期前受収益は, 毎期のリース資産の減価償却費の割
合に応じて償却され, 減価償却費から控除して表示される｡ この結果, 減価償却費は  億    
セール＆リースバック会計と粉飾決算   
X1年４月１日 (物件売却日, リース取引開始日, 第１回リース料支払日) (単位：億円)
① 減価償却累計額       ／ 航 空 機       
現 金        長 期 前 受 収 益      
② リ ー ス 資 産        ／ リ ー ス 債 務       
③ リ ー ス 債 務       ／ 現 金      
X2年３月31日 (決算日)
④ 支 払 利 息       ／ 未 払 利 息      
⑤ 減 価 償 却 費       ／ 減価償却累計額      
長期前受収益      長期前受収益償却     
X2年４月１日 (期首, 第２回リース料支払日)
④’ 未 払 利 息       ／ 支 払 利 息      
⑥ リ ー ス 債 務       ／ 現 金      
支 払 利 息      
  ) 同上指針, 第  項｡ 同項において, ｢ただし, 当該物件の売却損失が, 当該物件の合理的な見積市
場価額が帳簿価額を下回ることにより生じたものであることが明らかな場合は, 売却損を繰延処理せ










であったものの, 財務諸表本体にはオフバランスになっていた｡ つまり, 支払リース料 (賃借
料) の開示があるのみで, リース資産それ自体の計上もなければ, リース資産の減価償却費の
計上もなかった｡ . 日航のセール＆リースバック取引の実態
さて, 論点を日航のセール＆リースバック取引に戻す｡
日航の機材関連報奨額は,     年度 (   億円) から本格化し,     年度 (   億円) をもっ
て中止になった｡ また, 所有権移転外ファイナンス・リース取引が, 賃貸借処理 (例外処理)
から売買処理に変更になったのは    年３月期からであった｡ よって, 日航が機材関連報奨額
を獲得していたころのセール＆リースバック取引は, セール (売却) という取引は会計処理さ
れたが, リースバック (所有権移転外ファイナンス・リース) という取引はオフバランスなっ
ていた｡ したがって, 売却益は繰延処理されず, その全額が売却時の会計期間に一括計上され




第１に, 航空機材売却益の合計額が   億円 (図表３を参照) であることから, 新品の航空
機にしても中古の航空機にしても, 帳簿価額以上で売却したということであり, 買手 (貸手)
側は日航を過信して価値以上で航空機を購入しリースを組んだということである｡
第２に, 次に示す日航の    年３月期の有価証券報告書の ｢リース取引に関する注記｣ から
わかるように, リース機の取得原価相当額は約    億円であり, 図表４からわかるようにリ
ース機が   機であった｡ したがって, リース機１機あたりの取得原価相当額は約  億円であ
った｡ これに対して, 自社所有機は   機であり,     年３月期での帳簿価額が約    億円,
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したがって１機あたりの価値は約  億円であった｡ つまりリース機は新品で  億円 (取得原価
相当額), 自社所有機は中古で  億円 (使用機の帳簿価額) ということになる｡ 日航の航空機
における新品と中古の価格差は, ほとんどないことになる｡ 自社所有機に比較して, リース機
の価格が安いのはなぜであろうか？
図表４をみると, 旧型のボーイング   シリーズは自社所有 (  機), リース (  機)｡ 次に
古いボーイング   シリーズは自社所有 (  機), リース (３機)｡ 新型のボーイング   シリー
ズは自社所有 (  機), リース (  機)｡ 最新型のボーイング   シリーズは自社所有 (  機),
リース (  機) であった｡ 新型機になればなるほど傾向的にリースの割合が高くなる｡ また図
表５のように, 新型機になればなるほど航空機の価格も高くなる｡ それにもかかわらず, リー
セール＆リースバック会計と粉飾決算   
図表４ 経営破綻 ｢直前｣ における日航の航空機の所有状況
機 種 自社所有 (機) リース (機) 合 計 (機)
ボーイング   －   型        
ボーイング   －    型      
ボーイング     型    
ボーイング    型    
ボーイング   型         
ボーイング    型    
ボーイング   －   型         
ボーイング   －   型        
ボーイング   型         
エアバス    －    型        
ダグラスＭＤ－  型      





ボンバルディア   － －   型               型        
ブリテンノーマン  －  型    
総 計 (機)            
割 合        
合計金額 (百万円)       
出所：日航 『有価証券報告書』     年３月期より作成｡
ス機の価格が安いのである｡ つまり, これは, リース資産を異常に低く見積もり, セール＆リ
ースバック取引で莫大な売却益を捻出するためのものであったと考えられる｡




( ) リース物件の取得価額相当額, 減価償却累計額相当額, 期末残高相当額 (百万円)
取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額
航空機                     
機械装置及び運搬具               
その他               
合 計                     
( ) 未経過リース料期末残高相当額 (百万円) １年内       １年超       
( ) 支払リース料, 減価償却費相当額, 支払利息相当額 (百万円)
支払リース料       減価償却費相当額       支払利息相当額     
２. オペレーティング・リース取引 (未経過リース料) (百万円) １年内       １年超       
図表５ 航空機価格の推移
出所：                                    
  ) 日航 ｢有価証券報告書｣     年３月期, リース取引関係注記１と２｡
おわりに ――２重の粉飾――
日航の航空機をめぐる機材関連報奨額とセール＆リースバック取引の粉飾決算について分析
した｡ 機材関連報奨額は, 日航が希望する架空利益を捻出するための道具であり, セール＆リ
ースバック取引は意図的に売却益を作り出すクロス取引であった｡
航空機は一機ごとに受注生産され, 価格交渉もそれぞれ個別におこなわれるため, ｢定価｣
というものはない｡ 航空機の取得原価は, 言うまでもなく購入代金である｡ この取得原価に日
航自身の希望する機材関連報奨額を上乗せした金額で, 航空機を購入したことにするのである｡
この上乗せした金額を, 日航では航空機の ｢定価｣ と称している｡ つまり, ｢定価｣ は売買契
約書に記載されるだけの話であり, 実際に現金の払い戻しがあるわけではない｡ 日航は, ｢定
価｣ 以下で航空機を購入したと装い, 値引きに相当するキックバック分を架空利益に計上して
きた｡ これが ｢空リベート｣ である｡ 機材関連報奨額は, 現金の収入をともなわない架空利益
の計上という大胆な粉飾決算であった｡
セール＆リースバック取引は,    億円の航空機を, 機材関連報奨額を上乗せした   億円で
売却し, 当該航空機を借戻す取引である｡ この場合の売却益は  億円になり, リース料総額は   億円にリース会社の受取利子を加算した金額となる｡ この売却益は現金の収入をともなう













ース機である｡ セール＆リースバック取引を ｢益出し｣ という利益操作の道具として黙認して
いる現行のリース基準は, すみやかに, 航空機を担保に資金の借入れをしたという ｢金融処理｣
にかえ, セール＆リースバック取引の利益操作の道をふさぐべきである｡
セール＆リースバック会計と粉飾決算   
